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Ⅰ. 「観光の権利」とは何か
　ここで「観光の権利」または「観光をする権利」もしくは
簡単に「観光権」という言葉は、英語では“right to tourism”
といわれるもので、日本ではあまり使われていないが、世界的
にはよく知られたものである。この言葉は、もともと世界観光機
関（World Tourism Organization： 正式略称は UNWTO）で、1999
年に採択された「世界観光倫理憲章（Global Code of Ethics for 
Tourism）」の第 7 条において提起されたものである。同条は
次のように規定している。（以下では、やや長いが、関連条文も含
め当該条文の全体を掲げておく。この倫理憲章には文献 W の訳文があ
るが、本稿訳文はそれに全く従ったものではない。条文冒頭の①等の数
字は、原条文に付せられている項数を示す。なお、英語の tourism は「観
光」と訳している。参照文献は末尾に一括して記載し、典拠個所は文
献記号により本文中で示した。また、本稿主題の「観光の権利」に関
する部分は一部が別拙稿（Ω2）で論究済みのものである。）
第 7 条〔観光の権利〕
① 　直接的かつ個人的に地球の魅力を発見し楽しむということ
は、世界のすべての住民に平等に開かれている権利である。
この場合国内的および国際的な観光にますます広く参加しよう
とすることは、自由時間の持続的増加に対する最大可能な表
現の 1 つとみなされるべきものであり、その過程において障害
となるものがあってはならない。
② 　この普遍的な（universal）「観光の権利」は、「休息と余暇
の権利（Right to Rest and Leisure）」に当然付随するものである。
この「休息と余暇の権利」は、『世界人権宣言』第 24 条お
よび『経済的・社会的及び文化的な権利に関する国際条約』
第 7 条 d によって保障されている、合理的範囲における労働
時間の制限、および定期的な有給休暇の取得を含むものであ
る。
③ 　ソーシャルツ リーズム、とりわけ余暇・旅行・休日享受に対し
広範にアクセスすることを促進する連合的ツ リーズム（associative 
tourism）は、公的機関のサポ トーにより実行されるべきものであ
る。
④ 　家族・青少年・学生・高齢者ならびに障害者の観光は、
奨励され促進されるべきである。
Ⅱ. 「観光の権利」に関連する条項
　ただしここで看過されてならないことは、以上の「観光の権
利」が、世界観光倫理憲章では、観光受け入れ国の便益
活動（beneﬁcial activities）の推進（同倫理憲章第 5 条）、および「観
光産業における労働者・事業者の権利（rights of the workers 
and entrepreneurs）の擁護（同倫理憲章第 9 条）とならんで提起され
ていることである。この 2 条は以下のようなものである。
第５条〔観光は受入国と同地域社会に対する有益な活動〕
① 　当該地方の人々は、観光活動に連合されるべきであり、観
光活動が生み出す経済的・社会的・文化的な便益に対して、
とりわけ観光活動から直接的もしくは間接的に生まれる仕事
（job）の創出に対して、公平に参加すべきである。
② 　観光政策は、観光目的地域の人々に対し、生活水準の向
上に寄与し、そのニーズに対応する助けとなる方法でなされる
べきものである。観光リゾ トーや宿泊施設についての計画化や
建設方法は、当該地方の経済構造・社会構造において可能
な限り広範囲にそれらと統合することを目標とすべきである。熟
練が同一の場合には地元の人々が優先されるべきである。
③ 　沿岸地域、島嶼地域、危険度の高い地域、山岳地域では、
往 に々して伝統的経済活動が衰退しており、観光が地域発展
の少ない機会となることがあるから、当該地域の特殊な問題に
対し、特段の注意が払われるべきである。
④ 　観光の専門家たち、とりわけ投資家たちは、公的機関で
定められている規制に従うものであるが、それらの者の開発プ
ロジェクトが環境・自然的状況に対して与えるインパクトを充分
に研究すべきである。これらの者は、関係する人々に対して、
将来にわたる計画と予測できる影響についての情報を、最大
の透明性と客観性をもって提供し、その内容について話し合
いを推進すべきである。
第 9 条〔観光産業における労働者と企業者の権利〕
① 　観光産業（tourism industry）および観光に関連する活動に
おける有給労働者と自営業者の基本的諸権利は、観光に関
する活動の季節的変動に起因する制約や、観光事業の国際
性、観光事業の仕事の性質より必要とされる柔軟性あることを
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所与の条件として、本国および受入国において細心の注意を
もって、国および地方行政による監督のもとに保障されるべき
である。
② 　観光産業および観光に関連する活動において有給労働者と
自営業者は、適切な初歩的ならびに継続的な訓練を受ける権
利と義務がある。有給労働者と自営業者は、適切な社会的
保護を与えられるべきである。職務の不安定性は、できる限り
抑制されるべきである。観光産業における季節従事者に対し
ては、特に社会福祉上の特定の地位が提供されるべきである。
③ 　自然人または法人は、それらが必要な能力と技術を持って
いるものであれば、既存の国内法のもとで、観光部門におい
て専門的な活動を展開させる権利がある。企業者と投資家は、
特に中小企業の分野では、観光部門に自由に参入できる権利
を有するものとし、その際の法的、行政的な制約は最小限の
ものとすべきである。
④ 　有給労働者であるかどうかにかかわらず、異なる国の管理
職者や労働者が経験を交流し合うことは世界の観光産業にお
ける発展の促進に寄与するものである。これらの活動は、適
用可能な各国内法と国際協定に従い、可能な限り、促進され
るべきである。
⑤ 　観光産業における多国籍企業は、国際交流の発展と力強
い成長において替えがたい要素であるが、その企業が時と
して有する優越的地位を、自己の利益のために不当に使用す
べきではない。これらの多国籍企業は、受入国に対して、意
図的に押しつけられる文化と社会的モデルを伝達する手段とな
ることを避けるべきである。多国籍企業による投資と貿易の自
由は、充分に容認されるべきものではあるが、しかしそれと引
き換えに利益を過度に本国に持ち帰ることや、過度の輸入を
誘発することを行い、多国籍企業が存立する経済への貢献を
小さくするようなことは避けるべきであって、そうしたことにより多
国籍企業は地域社会の発展に関与すべきものである。
⑥ 　観光客の送り出し国と受け入れ国の企業の間における連携
やバランスのとれた関係の構築は、観光の持続的発展および
観光の成長による利益の公平な配分に資するものである。
Ⅲ. 「観光の権利」思想の広がり
　以上のような世界観光倫理憲章における「観光の権利」
の考えは、その後一定の広がりをみせる一方、それには問題
点があり、理論的検討を必要とする主張も生まれている。
　広がりの面でみると、例えばブラジル憲法（180 条）では「国、
政府、連邦各州ならびに都市は、社会的経済的発展の一要
因として観光を促進し奨励するものとする」と規定していると
いわれる（文献 A, p.111による）。
　また、イギリス・ウェールズ大学のセドグレー（Sedgley,D.）／
プリチャー ド（Pritchard,A.）／モーガン（Morgan,N.）は 2011 年、
かれらの主張するホープフル・ツ リーズムに関連させて、人間
には「旅行の権利（travel as a right of citizenship）」があると論じ
ている（S, p.425）。また、ベルギーのベランゲル（Bélanger, C. É.）
とカナダのジョリン（Jolin,L.）は、2013 年の論考で、ヨー ロッパ
で一般的な考え方になっている「みんなのツ リーズム」のスロー
ガンに合わせて、「みんなの休暇とツ リーズムの権利（a right to 
holiday and tourism for all）」が現実のものになっていると論じてい
る（B, p.103）。
Ⅳ . 「観光の権利」論に対する批判的論評［１］
　他方、世界観光倫理憲章の「観光の権利」論にはいく
つかの問題点があるという主張では、まずアメリカ・ミシシッピ
大学のジョー ジ（George,B.P.）／バーグへーゼ（Varghese,V.）の
2007 年の論考（文献 G）が挙げられる。かれらはこの論考で、
次のように論じている。すなわち観光では、観光客側の一方
的な権利の追求だけではなく、受け入れ地である観光地側の
事情も等しく考慮される必要がある。いうまでもなく、観光の持
続的な発展のためには、観光における権利の主張では、す
べての観光関係者の利害が考慮されなくてはならないからで
ある。
　ジョー ジ／バーグへーゼのいわんとするところは次の点にあ
る。「観光では、少なくともこれまでのところ、『消費者は王様』
というモットー のもとに、観光客の権利ばかりが過度に強調さ
れ、受け入れ側の観光地住民はじめ観光関係者の権利は考
慮されることがはるかに少なかった。つまり観光による利益の
配分は不平等なものであった。しかもこうした受け入れ側住民
の権利が伝統的に無視されてきたのは、主として次のような事
情によって推進されてきた。すなわち観光を1 つの産業とみる
考え方が、とりわけ一群の観光研究者たち（tourism researchers）
によってとられ、推進されてきたという事情によってである」と
いうのである。
　ジョー ジ／バーグへーゼによると、観光を産業としてとらえる
と、観光振興が絶対的課題となり、観光客を主人（master）、
観光地住民等をその奉仕者（servant）とみる考え方になるから、
観光客の欲求を一方的に是認する考え方がよしとされるので
ある。故にまず「観光を産業とみる考え方」を止めて、その
代わりに「観光は 1 つのシステムとみる考え方」に立つべきで
あると力説するのである（G, p.41）。なお、「観光は 1 つのシス
テムとみる考え方」は、レイパー（Leiper,N.）らによりつとに提
起され、展開されているものである（詳しくはΩ1, 116-119 頁参照）。
　ジョー ジ／バーグへーゼは、その論考で、「観光活動は、
通常的には（観光客と観光地住民等との間の）不平等な搾取的な
（unequal, exploitative）関係に立脚するものである」とさえ述べ
ている（G,p.42）。ここでジョー ジ／バーグへーゼが直接的に対
象としているのは、観光業従事の巨大な多国籍企業であるが、
観光を産業、端的には営利事業とみると、結局は、採算や営
利性などが判断基準となり、こうした搾取関係（あるいは収奪関
係）が基本になるというのである。
　最後にジョー ジ／バーグへーゼは、今や「ポストモダン思想
が蔓延し、世界中においてそうした精神から観光志向的なも
の（a touristic face）が増えているが、観光は同時に人間的なも
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の（a human face）でなくてはならない」と述べ、結語としている。
　ここでは、現在におけるポストモダン思想の批判されるべき
点が指摘されているが、ちなみに、前記のように、世界観光
倫理憲章の「観光の権利」論は、全く観光産業論に立脚す
るものである。この点からも、ジョー ジ／バーグへーゼとしては、
それはそのままの形では受け容れられることができないものなの
である。
Ⅴ . 「観光の権利」論に対する批判的論評［２］
　基本的にはジョー ジ／バーグへーゼと同じ線上において、
アメリカ・インディアナ大学のカスタネーダ（Castañeda,Q.E.）は
2012 年、直接的に世界観光倫理憲章の「観光の権利」論
を対象に、それはネオリベラリズム的なものであって、結局は
観光産業の発展に役立つものであり、同憲章で「観光の権利」
といわれているものは、詮じつめれば、「観光産業の事業をす
る権利」というべきものであるという、批判的見解を提示して
いる（文献 C）。
　カスタネ ダーの主張は主に次の 2 点を論拠にしている。第 1
点は、例えば「観光の権利」を規定している同憲章第 7 条（特
に第 1 項、第 2 項）をみると、実に特徴的なことは、この権利の
主体であるはずの観光客（tourist）という言葉が全然見当たら
ないことである。これは、主体が観光客であることは自明とい
う前提によるものであるかも分からないが、しかしこの場合看
過されてならないことは、同憲章第 7 条が全般的には受動形
的語法で書かれていて、行為主体（主語）は何か（誰か）が
明示されない形になっていることである。
　そこでカスタネーダは、ここで主体として主語とされているも
のは、常識的に考えた場合の観光客ではなくて、あくまでも「観
光活動をすること」と考えるべきものであるとする。つまり、こ
こで「観光の権利」とされているものは、文意上では観光事
業者が「（各種の）観光活動をする権利」を指しているもので
あって、これを勝手に（条文から逸脱して）主体は観光客と考え、
観光客の「観光をする権利」と理解するのは誤りである。少
なくともそうした常識的理解は誤りとされることがありうるもので
ある、というのである。
　カスタネーダは次のように書いている。「私（カスタネーダ）の
見解では、（第 7 条において）観光客の権利が人間権利から演
繹されていると解釈することは、誤り（misguided）とされるもの
なのである」（C,p.49；かっこ内は大橋のもの、以下同様）。もともとここ
で条文が受動形的語法とされているのは、主体は観光客では
なくて、観光事業者等であることを隠すためではないか、とい
うのである。
　第 2 点は、この憲章はもともと観光の「倫理憲章」であっ
て、観光客についても順守されるべき倫理的義務的基準を定
めているはずであるのに、第7条では突如として「観光の権利」
とされ、義務的なものが権利に変容させられている（transmute）
ことである。すなわちカスタネーダによれば、同憲章で「観光
の権利」とされているものは、本来は「観光において義務的
なもの」を指しているはずのものである。
　故に第 7 条でいえば冒頭で、「地球の魅力を発見し楽しむ
ということは、世界のすべての住民に平等に開かれている権
利である」とうたわれているが、これは、同憲章の「“倫理”
憲章」という本来の趣旨からいえば、そのようにすることが「世
界のすべての住民に課せられている義務」という意味のもの
と解されるべきものなのである。
　この義務を果たすためには、地域住民を含め、観光事業
関係者たちは観光地を作り上げ、用意する「必要」がある
から、この第 7 条は、そうした「必要」があること、従ってそ
うしたことが観光事業関係者の「義務」であることを規定した
ものであり、そしてそれには「義務履行の権利」があることを
規定していると理解されるものである。つまり、第 7 条で規定
されている「観光の権利」は、実際には「観光産業の事業
の権利」を意味するものと理解するのが、論理的に正常な解
釈ではないか、とカスタネ ダーはいうのである。
　カスタネーダは、もともと「この憲章は、観光客（tourists or 
travelers）のために起草されたものではない。…この憲章は本来、
観光提供者（makers of tourism）が観光事業を発展・展開させ
ようとする場合の倫理的原則と価値判断的原則を提起したも
のである。…故に『第 7 条観光の権利』では、観光提供者
と観光消費者との間において表現上かつ内容上において『す
り替え（slippage）』があり、かつ、倫理（責任・義務）と権利と
の間で『すり替え』があるもの」と評している（C, p.49）。
　かくてカスタネ ダーによるとこの憲章は、「人間の普遍的な観
光（universal human tourism）の権利」が、結局は、観光事業
の発展により決まるとする考え方に立脚するものであり、そして
観光事業の発展は自由競争的な推進のいかんにより決まると
いう考え方にたつものである。こうした意味において、この憲
章は「本質的には観光事業（産業）の発展という『ネオリベラ
リズム的マニフェスト』である」と結論づけられる、というので
ある（C, p.50）。
　以上のようなカスタネーダの考え方にたつと、「right to 
tourism」は精々「観光の権利」と訳されるべきである。それ
を「観光をする権利」と訳したりするのは誤解を生むもの、あ
るいはこの憲章の趣旨を理解していないといわれうるものであ
るが、翻って考えると、観光は、もとより本来は人間性を豊か
にするものであり、大いに推進されるべきものである。このこと
は多言を要しない。
　近年では、この倫理憲章第 7 条で言及されているソーシャ
ルツ リーズムも世界的に広く推進されている。ただしこの点もカ
スタネーダ的に考えると、この倫理憲章は、ソーシャルツ リーズ
ムが権利として推進されるべきだけではなく、それが十全な形
や内容でなされるよう、必要な制度・設備・施設・用具等が
完備されるようにする「義務」が社会にはあることを規定した
ものと、理解されるものとなる。
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　総括的にいえば以上のような意味において、ソーシャルツー
リズムを含め、観光は、社会的には権利であるとともに、義務
である側面がある。もともと権利と義務は、原理的に一般的レ
ベルにまで遡って考えれば、同量同広として合い対応するもの
である。観光についてもそうであることが忘れられてはならな
い。
Ⅵ . 観光における人権問題―近年の動向
　こうした観点からみて近年の論調で大いに注目すべきもの
に、観光を含む各種事業において人権尊重が推進されるべき
ものとして、国連（UN）を中心に強く唱導されていることであ
る。この動きは、端的には、2011 年に国連の人権理事会で
採択された決議「ビジネスと人権に関する指導原則（Guiding 
Principles on Business and Human Rights）」（文献 U）に代表的に示
されているが、この決議は次の 3 本柱を骨子とするものであ
る。①「国家における人権保護の義務（The State Duty to Pro-
tect Human Rights）」、②「企業における人権尊重の責任（The 
Corporate Responsibility to Respect Human Rights）」、③「救済措置
の用意（Access to Remedy）。
　そしてさらに分野ごとに具体的な実行策の策定が行われ
ている。例えば観光分野では 、そのための作業委員会とし
て「観光と発展のためのワーキンググループ（Working Group on 
Tourism　and　Development）」が設けられ、その中の小委員会
（roundtable）により実行策として2013 年に「観光における人権：
観光事業者のための実行ガイドライン（Human Rights in Tourism：
An Implementation Guideline for Tour Operators）」（文献 R）が発表さ
れている。
　そもそもの元となった上記の決議「ビジネスと人権に関する
指導原則」はじめこれらの文書では、「観光の権利（right to 
tourism）」という言葉は使用されていない。すなわちこれらの
文書では、事柄が、「観光の権利」としてではなくて、「人権」
としてとらえられているのである。そしてこの「人権」という“権
利”に対して、それを尊重する“責任”、あるいはそれを守る“義
務”という言葉が対（つい）概念として提示されている（この『指
導原則』における「義務」と「責任」の違いについては、別稿で論じ
る予定）。
　世界観光倫理憲章における「観光の権利」は、今日では、
以上のような国連の人権擁護プログラムの中に位置づけられ、
その一環として理解されることが望ましいと考える。
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